
 

１３ 都市農業の推進 

                            提出先 農林水産省 

【提案項目】 

１ 「日本型直接支払制度」制度設計における都市農業への配慮

２ 都市農業の実態を踏まえた経営所得安定対策の見直し 

 

【提案内容】 

 項目１ 「日本型直接支払制度」の制度設計に当たっては、都市農業・農

地ならではの多面的機能が持続的に発揮されるよう、都市住民の生

活空間にあることによって余儀なくされるコスト負担に配慮した制

度とすること。   

 

 項目２ 新たな「経営所得安定対策」の制度設計に当たっては、新鮮な農

畜産物の供給のほか、多面的機能を発揮している都市農業の経営安

定のため、その実態に配慮して畑作物の直接支払交付金の対象作物

に野菜や果実、飼料作物などを加えるとともに、市場外流通や直売

等の流通変化に対応した制度とすること。 

 

【提案理由】 

都市住民の身近なところで営まれる都市農業は、農業体験・レクリエーションの場、緑や良好

な景観・防災空間の提供など、多面的機能を発揮している。 

本県農業は、都市住民の身近にあるメリットや高い技術力を活かし、直売や契約販売、宅配な

ど多様な販売や６次産業化など、創意工夫に富んだ生産販売を行うことで、生産規模は小さいが、

高い土地生産性（全国平均の約３倍）を維持している一方で、担い手の減少と高齢化や輸入飼料

の価格高騰、ＴＰＰによる輸入品との価格競争への懸念などの全国的な課題に加え、高い地価と

都市との混住による開発圧力など都市農業特有の課題を抱えている。 

そのため、土地価格が高いことに伴う税負担、都市的利用と農地が混在していることに伴う規

模拡大の困難性、農薬散布や騒音など農作業に伴う周辺住民への配慮などのコスト負担に対する

配慮が必要である。 

また、現在実施されている経営所得安定対策は、米、麦、大豆等の土地集約型作物を中心に生

産する地域に対する支援が主であり、野菜や果実、飼料作物などを中心とした小規模複合経営に

より都市農業を支えている本県農業者へのメリットが少ない。そのため、畑作物の直接支払交付

金の対象作物を拡充するともに、市場外流通や直売等の流通が多様化していることにも配慮し、

都市農業の経営の安定化も視野に入れる必要がある。 
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